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平成２１年度当初予算案について（計数編）

１ 予算の姿

県 税

209,000

地方交付税

167,100
県 債

(15.6%)
118,310

国庫支出金

82,356

諸収入

65,250

地方消費税清算金 37,048

その他 80,716 歳 入

７５９,７８０百万円

(8.6%)

(22.0%)

(4.9%)
(10.6%)

(27.5%)

(10.8%)

教育費

(24.7%)
187,885

公債費

(17.8%)
135,159

土木費 82,437民生費

(10.5%)
79,411

商工費

61,945

諸支出金

49,540

農林水産業費

47,694

総務費

(6.3%)47,536

警察費

(5.6%)
42,464

その他 25,709
歳 出

７５９,７８０百万円

(6.5%)

(3.4%)

(6.3%)

(10.8%)(8.1%)
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２ 予算規模等の伸び

① 予 算 規 模

（２０年度当初） （２１年度当初）

７６２,６１０ 百万円 → ７５９,７８０ 百万円

県 地方財政計画 国

２１年度 ▲ ０.４％ ▲ １.０％ ６.６％
２０年度 ▲ ０.４％ ０.３％ ０.２％

＊各年度の予算額と伸び率 （単位：百万円・％）

年度 予 算 額 伸 び 率 年度 予 算 額 伸 び 率

元 ５５５,８７０ ３.７ １２ ８７２,６３０ １.４

２ ６０１,２１０ ８.２ １３ ８７６,１８０ ０.４

３ ６３９,２００ ６.３ １４ ８３４,６５０ ▲ ４.７

４ ６６９,５８０ ４.８ １５ ８２０,２３０ ▲ １.７

５ ７０２,８６０ ５.０ １６ ７９８,６６０ ▲ ２.６

６ ７５６,２８０ ７.６ １７ ７５０,１１０ ▲ ６.１

７ ７６８,３２０ １.６ 17.6補後 ７７５,９２９ ▲ ２.８

８ ７９３,７５０ ３.３ １８ ７７０,６６０ ▲ ０.７

９ ８３５,６８０ ５.３ １９ ７６６,０２０ ▲ ０.６

１０ ８７１,６５０ ４.３ ２０ ７６２,６１０ ▲ ０.４

１１ ８６０,４８０ ▲ １.３ ２１ ７５９,７８０ ▲ ０.４

② 公債費を除く一般歳出

（２０年度当初） （２１年度当初）

６２９,９６５ 百万円 → ６２４,６２１ 百万円

県 地方財政計画 国

２１年度 ▲ ０.８ ％ ０.７％ ９.４％

２０年度 ▲ １.０％ ０.０％ ０.７％

③ 投資的経費（普通建設事業費＋災害復旧事業費）

（２０年度当初） （２１年度当初）

１３９,３１２ 百万円 → １３４,１０４ 百万円

県 地方財政計画 国

２１年度 ▲ ３.７ ％ ▲ ５.１％ ▲ ５.２％

２０年度 ▲ ６.３ ％ ▲ ２.７％ ▲ ３.１％
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○ 普通建設事業費のうち単独建設事業費

（２０年度当初） （２１年度当初）

５５,０３９ 百万円 → ５４,６１０ 百万円

県 地方財政計画

２１年度 ▲ ０.８ ％ ▲ ３.０％

２０年度 ▲ ４.３ ％ ▲ ３.０％

（過去の伸び率）
元 １３.２％ ８ ６.９％ １５ ▲ ４.８％
２ ９.６ ９ ４.８ １６ ▲ ９.６
３ ２.４ １０ １.０ １７ ▲１１.８
４ ２４.８ １１ ▲ ６.４ 17.6補後 ▲ ９.５
５ ３７.０ １２ ▲１８.６ １８ ▲１６.０
６ ８.５ １３ ▲ ５.０ １９ ▲ ６.９
７ ２.３ １４ ▲１１.１ ２０ ▲ ４.３

２１ ▲ ０.８

○ 普通建設事業費のうち補助事業費（直轄事業負担金を含む。）

（２０年度当初） （２１年度当初）

８３,４４４ 百万円 → ７７,８１７ 百万円

県 地方財政計画 国

２１年度 ▲ ６.７ ％ ▲ ７.８ ％ ▲ ５.２ ％

２０年度 ▲ ６.８ ％ ▲ ２.４ ％ ▲ ３.１ ％

（過去の伸び率）
元 ▲ １.１％ ８ ２.１％ １５ ▲ ７.２％
２ ３.４ ９ ５.５ １６ ▲１２.７
３ ▲ ４.１ １０ ▲ ５.６ １７ ▲２６.６
４ ３.２ １１ ▲ ０.６ 17.6補後 ▲１６.３
５ ８.４ １２ ０.８ １８ ▲ ５.６
６ ▲ ０.５ １３ ３.８ １９ ▲ ２.９
７ ６.２ １４ ▲１５.９ ２０ ▲ ６.８

２１ ▲ ６.７

④ 人 件 費

（２０年度当初） （２１年度当初）

２４２,２５５ 百万円 → ２３２,２７６ 百万円

（退職手当除き ２１８,１７２ 百万円 → ２０８,１８４ 百万円）

県 地方財政計画

２１年度 ▲ ４.１ ％ ▲ ０.４ ％

（退職手当除き ▲ ４.６）

２０年度 １.２ ％ ▲ １.４ ％
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⑤ 公 債 費

（２０年度当初） （２１年度当初）

１３２,６４５ 百万円 → １３５,１５９ 百万円

県 地方財政計画 国

２１年度 １.９ ％ ▲ ０.６ ％ ０.４ ％

２０年度 ２.３ ％ １.７ ％ ▲ ４.０ ％

【参 考 指 標】

○公債費・県債残高の状況

総 額 （２０年度当初） （２１年度当初）

公 債 費 １３２,６４５ 百万円 → １３５,１５９ 百万円

県債残高(年度末見込み) １,２９８,５８６ 百万円 → １,３４２,８７４ 百万円

人口一人当たり

公 債 費 ６３,１５２ 円 → ６４,５００ 円

県債残高(年度末見込み) ６１８,２５３ 円 → ６４０,８４２ 円

○実質公債費比率

（１８年度） （1９年度）

１４.４％ → １６.１％

※ 実質公債費比率：総務省が18年度から導入した新しい財政指標で、自治体の財政実態をよ

り正確に把握するための指標。公債費やそれに類似する経費（公営企業

の支払う元利償還金への一般会計繰出金など）のうち、国からの財源の

手当（地方交付税）のある分を差し引いたものが、県税収入など自由に

その使い道を決めることができる収入（一般財源）の中で、どの程度の

割合になっているかで算出する。実質公債費比率が、18％以上になると

地方債を発行する際に財政運営の計画を立てて国の許可が必要となり、

25％以上になると単独事業の地方債が一部認められなくなり、起債制限

団体となる。

なお、平成19年度より「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

基づく健全化判断比率のひとつにも位置づけられており、25%以上にな

ると財政健全化団体に、35%以上になると財政再生団体となる。



- 5 -

３ 主な財政指標等

① 県債依存率

県 地方財政計画 国

２１年度 １５.６ ％ １４.３ ％ ３７.６ ％

（ ８.７ ８.１ 臨時財政対策債を除く）

２０年度 １２.４ ％ １１.５ ％ ３０.５ ％

（ ９.１ ８.１ 臨時財政対策債を除く）

平成２１年度は、臨時財政対策債５２１億円を除いて、平成２０年度当初予算比で

約５％抑制する。

２１年度起債額 １１８,３１０．０ 百万円

うち、一般公共事業 １９,３４０．０

一般単独事業 ２５,３７７．６

うち、一般事業 ３,５１５．６

防災対策 １,７４４．６

合併特例 ８,８００．５

地方道路等 １０,６０８．９

行政改革推進 ５,０００．０

臨時財政対策債 ５２,１００．０

退職手当債 ９,５００．０

② 歳入に占める県税の割合

（前年度当初） （前年度現計）

２７.５％ ３４.９％ ３２.７％

県税計上額は、景気後退に伴う企業業績の落ち込みや個人所得の減などにより、税

収に大きなウエイトを占める法人二税や個人県民税が大幅に減収となる見込み（法人

事業税については、税の一部が地方法人特別税（国税）として分離される税制改正上の影響も

あり。）。また、他の税目においても、ほとんどの税目で前年度当初予算額を下回る

ことから、前年度当初予算比で▲５７０億円、▲２１．４％と、かつてない規模の減

収となる見込みである。

○ 県税計上額及び伸び率の推移

元 １９５,０００ １４.７％ １２ ２２４,２００ ６.２

２ ２２０,０００ １２.８ １３ ２３１,１００ ３.１

３ ２２７,０００ ３.２ １４ ２０９,７００ ▲９.３

４ ２４１,０００ ６.２ １５ １９３,７００ ▲７.６

５ ２１８,０００ ▲９.５ １６ １９５,５００ ０.９

６ ２０６,０００ ▲５.５ １７ ２０２,０００ ３.３

７ ２２４,０００ ８.７ 17.6補後 ２０２,０００ ３.３

８ ２２５,０００ ０.４ １８ ２１４,０００ ５.９

９ ２４０,５００ ６.９ １９ ２６６,０００ ２４.３

１０ ２５１,５００ ４.６ ２０ ２６６,０００ ０.０

１１ ２１１,１００ ▲１６.１ ２１ ２０９,０００ ▲２１.４
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③ 自主財源比率

（前年度当初） （前年度現計）

４９.１％ ５４.７％ ５２.８％

○ 自主財源比率の推移

元 ４６.９％ ８ ４５.３％ １５ ４２.２％

２ ４７.８ ９ ４６.４ １６ ４４.８

３ ４９.５ １０ ４８.８ １７ ４５.０

４ ４９.９ １１ ４１.９ 17.6補後 ４５.７

５ ４９.２ １２ ４２.２ １８ ４７.９

６ ４４.８ １３ ４３.０ １９ ５４.８

７ ４６.１ １４ ４３.２ ２０ ５４.７

２１ ４９.１

自主財源…… 譲与税、地方交付税(特例交付金を含む)、交通安全対策特別交付

金、国庫支出金、県債以外の収入

④ 歳出に占める人件費割合

（前年度当初） （前年度現計）

３０.６％ ３１.８％ ３１.２％

⑤ 歳出に占める投資的経費割合

（前年度当初） （前年度現計）

１７.６％ １８.２％ １９.４％

⑥ 歳出に占める公債費割合

（前年度当初） （前年度現計）

１７.８％ １７.４％ １７.１％

○ 公債費割合の推移

元 ７.１％ ８ ６.７％ １５ １１.７％

２ ６.６ ９ ６.８ １６ １３.０

３ ６.７ １０ ６.６ １７ １４.５

４ ６.５ １１ ７.４ 17.6補後 １４.０

５ ６.６ １２ ８.２ １８ １５.１

６ ９.５ １３ ８.８ １９ １６.９

７ ６.４ １４ １０.２ ２０ １７.４

２１ １７.８
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○公債費及び県債の状況（当初予算ベース）

（単位：百万円）

年 度 公 債 費 県 債 発 行 額 県債年度末残高 備 考

元 39,453 45,289 326,641 （注）

２ 39,797 45,159 346,325 １９年度以前の県債年

３ 42,732 37,627 362,056 度末残高については、

４ 43,420 31,216 390,388 決算ベース。

５ 46,099 50,115 427,727 20・21年度末残高

６ 71,629 85,523 493,224 については、21年度

７ 48,845 94,949 600,053 当初予算時の見込み。

８ 53,204 107,041 699,215

９ 56,982 115,730 778,304

１０ 57,379 115,635 888,052

１１ 63,949 126,260 968,468

１２ 71,575 111,318 1,024,280

１３ 76,966 111,609 1,076,935

１４ 85,433 106,622 1,159,541

１５ 96,085 129,726 1,210,942

１６ 104,109 114,791 1,233,846

１７ 108,712 92,617 －

17.6補後 108,712 97,080 1,254,595

１８ 116,297 96,591 1,278,000

１９ 129,602 91,944 1,292,718

２０ 132,645 94,720 1,316,611

２１ 135,159 118,310 1,342,874
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４ 使用料・手数料の改定等の状況

① 改定の考え方

前回改定から３年以上を経過するものを中心に、負担の均衡化を図る見地から、コスト比

較、他県比較などにより、真に必要なものを改定

（単位：件、千円）

使 用 料 手 数 料 計
区 分 主 な も の

件 数 増収額 件 数 増収額 件 数 増収額 （新規を含む）

一般会計 2 1,115 21 395,329 23 396,444 自動車運転免許手数料
335,586

高齢者講習手数料 53,340

教職員免許状更新等手数
料 4,413

特別会計 － － － － － －

企業会計 － － － － － －

計 2 1,115 21 395,329 23 396,444

② 使用料・手数料総件数 ２７０件

2１年度改定件数 ２３件（新規を含む）

１９･２０度改定件数 ３０件

非 改 定 件 数 ２２１件 国が定めているもの ９件

政令等限度の定めがあるもの ２９件

そ の 他 １８３件
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使用料・手数料の主な改定等の状況（内訳）

（単位：千円、％）

区 分 使 ・ 手 の 名 称 主 な 改 定 内 容 増 収 額 改 定 率

通常 使用料 一般会計 県立看護大学教員免許状更新 １時間につき 1,000円 546 －

改定 講習受講料

岐阜メモリアルセンター使用 （主なもの）

料 「で愛ドーム」のアマチュアスポーツ使用で

土曜日、日曜日及び休日における全日の使用 569 －

フロアの1/2を使用する場合 29,400円

フロアの1/3を使用する場合 19,600円

特別会計 － － － －

企業会計 － － － －

手数料 一般会計 自動車運転免許手数料 新 規 1,650円 → 2,100円 335,586 35.2

再交付 3,200円 → 3,650円

更 新 2,100円 → 2,550円

高齢者講習手数料 （主なもの）

認知機能検査手数料 650円

高齢者講習手数料（７0～74歳） 6,150円 → 5,800円 53,340 27.5

高齢者講習手数料（７５歳以上） 6,150円 → 5,350円

特定任意講習手数料（簡易講習） 1,400円 → 1,500円

狩猟免許更新申請手数料 2,900円 → 2,800円 ▲319 ▲3.4

狩猟者登録手数料 1,900円 → 1,800円 ▲397 ▲5.3

情報科学芸術大学院大学入学 学生 282,000円 → 県内：226,000円 963 16.6

金 → 県外：338,000円

国際情報科学芸術アカデミー 学生 169,200円 → 県内：135,400円 270 5.0

入学金 → 県外：203,000円

教職員免許状更新等手数料 教育職員免許状有効期間更新手数料 3,000円 4,413 [新規]

免許状更新講習受講免除手数料 3,000円

特別会計 － － － －

企業会計 － － － －

合 計 2３件 [新規１、改定2２件] 396,444

注） 改定率＝増収額／従前料金で算定した使・手数料毎の収入額（個別単価のアップ率ではない）



- 10 -

５ 基金の状況

（単位：百万円）

基 金 名 1９年度末 20年度中増減 20年度末 2１年度中増減 2１年度末

現在高 積立額 取崩額 見込み 積立額 取崩額 見込み

うち うち

一般会計 一般会計

【 積 立 基 金 】

財 政 調 整 基 金 8,833 72 4,700 4,700 4,205 35 4,240 4,240 0

県 債 管 理 基 金 10,114 96 8,103 7,500 2,107 58 2,165 2,165 0

県有施設整備基金 22,931 212 5,681 5,681 17,462 194 16,092 16,092 1,564

新産業育成振興基金 942 8 900 900 50 50 50 0

健康福祉推進基金 5,108 42 5,100 5,100 50 50 50 0

教育文化振興基金 1,534 13 1,500 1,500 47 47 47 0

研究開発推進基金 1,423 11 878 878 556 5 551 551 10

県 営 住 宅 償 却 充 当 準 備 基 金 13,053 399 365 365 13,087 168 361 361 12,894

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 4,532 499 5,031 46 5,077

徳 山 ダ ム 上 流 域 公 有 地 化 基 金 8,547 63 1,547 7,063 54 2,054 5,063

障害者自立支援対策臨時特例基金 1,010 1,714 683 683 2,041 15 702 702 1,354

森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 3,580 3,580 27 335 335 3,272

子 育 て 支 援 対 策 臨 時 特 例 基 金 1,572 1,572 11 336 336 1,247

ふ る さ と 雇 用 再 生 特 別 基 金 3,420 3,420 23 1,140 1,140 2,303

緊 急 雇 用 創 出 臨 時 特 例 基 金 3,200 71 71 3,129 13 2,500 2,500 642

その他の積立基金 7,203 4,137 1,054 1,054 10,286 1,214 2,776 2,776 8,724

小 計 88,810 15,458 30,582 28,432 73,686 1,863 33,399 31,345 42,150

【 定 額 運 用 基 金 】

土 地 開 発 基 金 10,860 37 2,000 2,000 8,897 24 1,700 1,700 7,221

美 術 品 取 得 基 金 1,009 1 1,010 1,010

小 計 11,869 38 2,000 2,000 9,907 24 1,700 1,700 8,231

全 基 金 合 計 100,679 15,496 32,582 30,432 83,593 1,887 35,099 33,045 50,381

財源対策活用可能額 48,777 405 26,603 26,000 22,579 242 22,821 22,821 0

注）・特別会計分を含む。

・県債管理基金における満期一括債積立分及び取崩分は除いている。

・財源対策可能額とは、財政調整基金、県債管理基金(満期一括債積立除く)、県有施設整備基金(一

部を除く）、新産業育成振興基金、健康福祉推進基金、教育文化振興基金、研究開発推進基金

（一部を除く）の合計額です。
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○ 当初予算基金取崩状況

（単位：百万円）

年度 基 金 取 崩 総 額 う ち 財 政 調 整 基 金 う ち 県 債 管 理 基 金 うち県有施設整備基金

元 ２,６３４ ２,３５０

２ ３３４

３ １５,３３７ ９,０００ ４,６００

４ １６,７５８ ８,０００ ６,９００

５ ４９,０１５ ５,０００ ２３,０００ １８,６００

６ ４８,６０５ ３,０００ ２８,０００ １１,２００

７ ４２,３５７ ３,０００ ２９,０００ ２,１５０

８ ３８,５１８ ３,０００ ２９,５００ ９００

９ ４０,２４８ ３,０００ ２３,７２０ ３,４４０

１０ ２９,２６７ ３,０００ １６,８５８ ６,４１０

１１ １８,１０９ １３,１４５

１２ ９,３７６ ６,３４０

１３ １０,０６１ ７,３３１

１４ １９,６１２ ７,５９２ ５,９２５

１５ １６,０５２ ８,０００ ４,６００

１６ ２４,８７７ １４,０００ ８,０００

１7 １８,７７３ １４,０００ ３,０００

17.6補後 １８,７７３ １４,０００ ３,０００

１８ ２９,７５１ １２,５４９ ６,８００

１９ ４１,７００ ２３,４９７ ４,９００

２０ ３４,６１８ ４,７００ ８,１０３ ５,６７４

２1 ３５,０９９ ４,２４０ ２,１６５ １６,０９２

注）・特別会計分を含む。

・県債管理基金における満期一括債取崩分は除いている。


